
中部地方水供給リスク管理検討会の検討状況
(木曽川水系中間とりまとめ)

資料－１



■中部地方整備局では、管内の水供給に影響が大きいリスク要因となる外力やシナリオを検討
し、水供給の停止等がさまざまな地域や利用者に与える影響と被害の程度を明らかにし、中
部地方におけるリスク管理型の水の安定供給のあり方についてとりまとめを行うため、「中部地
方水供給リスク管理検討会」を設置し、検討を行っている。

■この検討については、第４回幹事会（平成３０年１２月）において、大規模地震や自然災害へ
の備えは非常に重要であり、様々なリスク管理の検討を行うことは必要であるとの意見を頂き、
検討状況を適宜情報共有することとしている。

■木曽川水系における検討状況について、令和５年１１月に「木曽川水系中間とりまとめ」として
まとめられたものを共有するものです。

中部地方水供給リスク管理検討会の検討状況
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中部地方水供給リスク管理検討会 

設置趣旨 

 
 

中部地方は、我が国の「ものづくり」の拠点として社会経済
を支える重要な地域となっているため、ひとたび大規模災害等

により水供給の停止等が発生すると、中部地方のみならず、我
が国の社会経済に甚大な影響を及ぼすおそれがある。 
 
 

しかしながら中部地方では、平成６年をはじめ近年も渇水が
頻発しているほか、南海トラフ地震による大規模かつ広範囲な
被害が想定されていること、御嶽山の火山噴火も発生している
ことなど、水供給に影響を与えるリスクを多く抱えている。 
 
 

こうしたリスクへの危惧は、平成 29 年 5 月の国土審議会答
申においても、「地震等の大規模災害、危機的な渇水等の水供
給に影響が大きいリスクに対して、取り組みを強化していく必
要がある」等と指摘されている。 
 
 

以上を踏まえ、中部地方整備局は、管内の各地域における水
供給に影響が大きいリスク要因となる外力やシナリオを検討
し、水供給の停止等がさまざまな地域や利用者に与える影響と
被害の程度を明らかにし、中部地方におけるリスク管理型の水
の安定供給のあり方についてとりまとめを行うため、『中部地
方水供給リスク管理検討会』を設置する。 
 

 

国土審議会答申「リスク管理型の水の安定供給に向けた水資源開発基本計画のあり方について」

委 員 (第13回時点) 敬称略･五十音順

検討会の経緯

氏 名 所 属 分 野 備 考

奥野 信宏 （公財）名古屋まちづくり公社 名古屋都市センター長 地 域 委員長

辻本 哲郎 名古屋大学 名誉教授 河 川

冨永 晃宏 名古屋工業大学 名誉教授 水 資 源

中北 英一 京都大学防災研究所 教授 水文気象

根本 恵司 (一社)中部経済連合会 常務理事 経 済

能島 暢呂 岐阜大学 教授 防 災

本山 ひふみ 愛知淑徳大学 非常勤講師 生 活

・第１回検討会(2018.11)において、中部地方の水利用の状況とリスクの
特徴を踏まえたリスクの考え方について意見交換を実施。

・第2回（2019.3）から第8回（2021.1）において、矢作川水系をモデル
水系に選定し、リスク管理の検討方法の流れを確立するための検討を
実施し、矢作川水系の検討結果をとりまとめた。

・第９回検討会(2021.5)において、モデル水系矢作川での検討を踏まえ、
木曽川水系での検討に着手。

・第10回（2021.10）から第13回（2023.7）において、木曽川水系を対
象に検討を実施。

・2023.11に木曽川水系中間とりまとめを公表。

中部地方水供給リスク管理検討会
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【概要版】 中部地方水供給リスク管理検討会 木曽川水系中間とりまとめ
～気候変動等がもたらす水利用への影響を明らかにし、備えへの方策に向け～

○木曽川水系の水資源は、中部圏の濃尾、知多、北中勢地域等を中心に、暮らしの用水、産業用水、農業用水に利用されている。さらに中部圏は、リニ
ア中央新幹線や中部国際空港、幹線網整備等による日本中央回廊（スーパー・メガリージョン）の中心で、中枢拠点を担う地域。

○水資源に関わる過去の影響としては、平成6年渇水において水道用水で最長19時間の断水、工業用水で操業短縮、農業生産の被害や、火山噴火や出水な
ど自然災害や水質事故に伴う取水停止などが発生している。

○特に、近年の気候変動の影響としては、国内で激甚化した水災害が顕在化し、海外では深刻な干ばつによる水資源危機が発生している。
○本検討会では、気候変動など水供給に影響が大きいリスク要因やシナリオをもって、水供給の停止等が様々な地域や利用者に与える影響等を明らかに
し、利用面と供給に資する方策に繋げ、危機的な水資源の状況に備えた意識の醸成、社会経済活動等の持続化に向け、リスク管理型の水の安定供給の
あり方をねらいに検討を進めている。

■木曽川水系における水供給の現状・課題及び将来リスク

【中部圏の水資源を支える木曽川水系】

(1)気候変動による供給面等のリスク
•異常少降雨に伴う水量不足、地盤沈下の進行
•気温上昇による降雪減少等に伴う水供給への影響
•水利用の変化に伴う需要量増加 等
(2)自然災害によるリスク
•洪水流や流下物による河川からの取水障害
•火山噴火による水質異常 等

【水供給面のリスク】

中部圏の工業出荷額※1

※1出典：「2020年工業統計調査(2019年実績)」（経済産業省）
※2出典：「令和3年農業総産出額及び生産農業所得」（農林水産省）

【検討方針】

木曽川水系の水源施設と供給区域

県別農業産出額※2

愛知県 岐阜県 三重県

単位:億円 2,922 1,104 1,067

東海三県の工業・農業出荷額と作物分類別農業産出額

リスク要因 リスク要因として考えられる事象

水量不足 渇水（長期的な少雨・少積雪）

供
給
遮
断
被
害

水質障害 ・自然災害(火山噴火等による貯水池・河
川の汚染)

・水質事故(事故等に伴う油や有害物質の
流出)

施設被害
(機能不全、
運転停止)

・自然災害(地震・津波、洪水、高潮等)
・老朽化、施設の大規模修繕や更新
・停電

気候変動による供給面等のリスク

自然災害によるリスク

•利用者への影響を具体的に示す

•給水制限の程度と継続時間
•供給遮断範囲と機能回復までの時間
•被害額

影響・被害

評価

○作物分類別農業算出額※2

・花き（愛知県：全国第1位） ： 542億円
・野菜（愛知県：全国第5位） ：1,031億円
・茶 （三重県：全国第3位） ： 43億円

（愛知県：全国第9位） ： 9億円
（岐阜県：全国第15位）： 4億円

令和5年11月 中部地方水供給
リスク管理検討会「木曽川水系
中間とりまとめ」公表 別紙１
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■木曽川水系における水供給リスク管理検討

愛知県

約3兆3,580億円

愛知県

約4兆0,500億円

愛知県

約2兆5,380億円

岐阜県 約4,090億円

岐阜県 約4,670億円

岐阜県 約2,550億円

三重県

約6,700億円

三重県

約7,800億円

三重県 約4,900億円
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（億円）

約4兆4,370億円 約5兆2,970億円 約3兆2,830億円

平成６年渇水 気候変動(４℃上昇)

水源施設
状 況

8月中旬から約2ヶ月間枯渇
以後も断続的に約5.5ヶ月
間枯渇

8月下旬から約5ヶ月間枯渇

木曽川本川ダム群の水源で
は8月から約2ヶ月間枯渇
岩屋ダムでは6月中旬から
断続的に約3.5ヶ月間枯渇

79日 61日 41日

水源の枯渇期間
24日

(日)

愛知県

約1兆0,960億

円
愛知県 約4,200億円

岐阜県 約1,070億円

岐阜県 約420億円

三重県 約2,500億円

三重県 約980億円
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平成６年実績
平成６年渇水再現

（木曽川４水源の場合）

平成６年渇水再現
（徳山ダムからの
供給を見込む場合）

平成６年渇水再現
（徳山ダムからの供給を見込む場合）

平成６年渇水再現
（木曽川4水源の場合）

木曽川からの水量不足による想定被害額

【平成６年渇水の試算と揖斐川の徳山ダムを水源とし木曽川へ導水させた場合】【水量不足（過去実績および気候変動）の検討】

～気候変動等がもたらす水利用への影響を明らかにし、備えへの方策に向け～

通年で水利用への
影響が大きい降水量

かんがい期で水利用への
影響が大きい降水量

９月の降雨が無降雨

※今回の試算の条件は、いずれの試算についても現在の施設、水利用量、水利用実態による
※被害額は、水源施設の供給市町を対象に、生活用水、工業用水、農業用水別に算出したものを県別に集計
※生活用水は自己水源への影響を考慮かつ、水源枯渇後の被害額原単位を最大のもので整理
※被害額の算出にあたり、生活・工業用水等は、水道事業の費用対効果分析マニュアル（厚生労働省）を参考とした

※平成6年実績：平成6年当時（水源は牧尾ダム・阿木川ダム・岩屋ダム）の実績。
※木曽川４水源：現在整備済の水源施設（牧尾ダム・阿木川ダム・岩屋ダム・味噌川ダム）による推定
※徳山ダムからの供給を見込む場合：「現在施設」に導水路があるものとして徳山ダムを活用した場合の推定
※取水制限日数：通常利用する生活用水の30％以上の減量日数
※水源の枯渇期間：ダムの貯水量のうち利水貯水量が０となる日数

※少雨の発生頻度は文部科学省プログラムSI-CATで開発された、気象シミュレーションモデルd4PDFによる想定

水源の枯渇期間
7日

愛知県
約4兆500億円

愛知県
約1兆960億円

【少雨の発生頻度】気候変動（4℃上昇想定）による少雨の発生頻度は、木曽川水系での検討で平成6年渇水相当の少雨の発生頻度が、現在気候と比べて
2倍以上に増加すると想定される。

【水量不足の影響】気候変動の影響は、現況の施設・水利用量で検討した場合、水源の枯渇期間が最大約2ヶ月～約5ヶ月に及び、被害額は
最大約3兆2,830億円～ 約5兆2,970億円と想定される。

【 冗長性の検討 】木曽三川での冗長性の検討として、平成6年渇水を想定し、揖斐川の徳山ダムを水源に木曽川へ導水させた場合の検討は、水源の枯渇
期間が約1ヶ月間(3週間強)から約1週間に、被害額は約1兆4,530億円から約5,600億円に軽減が可能と想定される。

取水制限日数（木曽川を水源とする取水）

愛知県
約4兆500億円

令和5年11月 中部地方水供給
リスク管理検討会「木曽川水系
中間とりまとめ」公表 別紙１
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【概要版】 中部地方水供給リスク管理検討会 木曽川水系中間とりまとめ

■木曽川水系における水供給リスク管理検討

愛知県 生活用水：１９市 ４町 １村
工業用水：１２市 ４町 １村
農業用水：１４市 ８町

岐阜県 生活用水： ７市 ４町
工業用水： ２市 ２町
農業用水： ２市 ５町

三重県 生活用水： ３市 ３町
工業用水： ３市 ３町

※水源施設から供給を受ける取水地点を対象とし
て整理
※市町村数は、各取水地点にかかる数の合計を示
しており、取水地点間で重複する自治体もある

影響を受ける市町村
（木曽川を水源とする市町村）

取水地点

■ 気候変動に伴うリスクの変化 ■ 供給遮断被害の外力の検討 ■自己水源への依存に伴うリスクの評価
■ リスクの同時生起による影響 ■ 治水機能の強化に伴うリスクの評価 ■発電の影響評価
■ 水利用の変化に伴うリスクの変化 ■ 木曽川水系と矢作川水系から重複して供給される区域における検討
■ 水の安定供給を考慮した検討

愛知県 岐阜県 三重県

生活用水
約110億円～ 約35億円～ 約170億円

約1兆400億円 約1,200億円

工業用水
約9億円～ 約2億円～ 約880億円～

約1,700億円 約190億円 約980億円

農業用水
約8億円～ 約3億円～

―
約140億円 約10億円

【供給遮断被害の評価】

■今後の検討に向けた留意事項

～気候変動がもたらす水利用への影響を明らかにし、備えへの方策に向け～

木曽川からの供給遮断被害による想定被害額

※今回の試算の条件は、いずれの試算についても現在の施設、水利用量、水利用実態による
※被害額は、水源施設の供給対象市町を対象に生活用水、工業用水、農業用水別に算出したものを県別・目的別に集計
※工業用水は独自水源の利用が可能な場合と不可能な場合で整理 ※被害額の算出にあたり、生活・工業用水等は、水道事業の費用対効果分析マニュアル（厚生労働省）を参考とした
※該当いずれかの取水口が取水不能となった場合から全取水口が取水不能となった場合とし、施設回復は1ヶ月を想定した

【供給遮断被害の検討】供給遮断被害として、木曽川の取水地点において、地震による取水施設の被災により、施設回復までの1ヶ月間取水不能になる
場合とした。

【供給遮断被害の影響】供給遮断被害による影響は、被災する取水地点により異なるが、生活用水では東海三県の最大41市町村に影響が生じ、
被害額は約35億円～約1兆1,770億円に及ぶと想定される。

令和5年11月 中部地方水供給
リスク管理検討会「木曽川水系
中間とりまとめ」公表 別紙１
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